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平成１９年度　沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会

沖縄東部河川総合開発事業

（億首ダム）　

事業の節目における再評価

平成２０年１月１７日　
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1. ダム事業の概要1.1. ダム事業ダム事業の概要の概要

億首ダム完成イメージ

億首ダム

上水補給区域

億首ダム
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７，８６０，０００m3有効貯水容量

８，５６０，０００m3総貯水容量

０．６１km2湛水面積

１４．６km2集水面積

貯
水
池

３３９，０００m3堤体積

４００．０m堤頂長

３９．０m堤高

台形CSGダム型式

沖縄県国頭郡金武町字金武地先位置

ダ
ム

▽サーチャージ水位　EL 25.6m

　　洪水調節容量　：　2,500 ,000m3
▽常時満水位　EL 21.5m

　
　　利水容量　：　5,360 ,000m3
　
　　　　流水の正常な機能の維持　1,250,000m3
　　　　水道用水　2,970,000m3
　　　　かんがい　1,140,000m3

▽最低水位　EL 6.0m

　　堆砂容量　：　700 ,000m3
▽基礎岩盤　EL -10.0m

有効貯水容量
　7,860,000m3

総貯水容量
　8,560,000m3

億首ダムの諸元
１．ダム事業の概要１．１．ダム事業ダム事業の概要の概要

貯水池容量配分図
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・億首川沿川の約７０haの農地に対し、新たにかんがい用水の供給を
行います。

かんがい用水

・沖縄県に対し、ダム地点で新たに１０，３００m3/日の水道用水の供
給を行います。水道用水

・ダム地点下流の億首川沿川の既得用水の安定化と河川環境の保全
等のための流量の確保（流水の正常な機能の維持）を図ります。流水の正常な機

能の維持

・億首ダムの建設される地点（ダム地点）において計画高水流量３００
m3/sのうち、　１９０m3/sの洪水調節を行います。洪水調節

１．ダム事業の概要１．１．ダム事業ダム事業の概要の概要
億首ダムの目的
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昭和48年度　　 予備調査開始
平成4年度　　 　億首川二級河川指定
平成4年度　　 基本計画変更告示、漢那ダム完成
　　　　　　　　　　（漢那ダム建設事業に億首ダム建設事業を追加し、沖縄東部河川総合
　　　　　　　　　　 開発事業へ変更）

平成5年度　 　 億首ダム建設事業着手
平成10年度　　 事業再評価
平成12年度　 損失補償基準妥結
平成12年度 　 米軍基地の一部返還申請
平成15年度 　 事業再評価
平成16年度　 基本計画変更告示

（建設の目的に「かんがい用水」の供給を追加）

平成18年度　 米軍基地の一部返還合意（日米合同委員会）
平成18年度　 「億首ダム本体工事に関する覚書」締結（国、県、金武町）
平成19年度 億首川水系河川整備基本方針策定（予定）

　　　　　　　　　基本方針策定を受けて億首川水系河川整備計画策定（予定）

２．ダム事業のこれまでの経緯２２．．ダム事業ダム事業ののこれまでの経緯これまでの経緯
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右岸工事用道路

平成19年12月末現在、全体面積99.4haのうち93.7haを取得済み（進捗
率94.2％）用地補償

平成15年度より工事用道路の一部着手、平成19年12月末現在、工事用
道路3,710mのうち2,170mを完成、平成18年度より貯水池周辺の仮設備
ヤード造成工事等に着手

工　事

３．ダム事業の進捗状況３．ダム事業の３．ダム事業の進捗状況進捗状況

平成18年度まで約579億円（進捗率68%）
※進捗率は漢那ダムも含めた全体事業費に対する割合

既投資額

沖縄東部河川総合開発事業

約850億円（うち億首ダム建設事業費約490億円）
総事業費

左岸工事用道路
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幸地川

億首川

億首川流域
CA=16.4km2

流路延長8.0km（億首川本川）

福花橋

恩納村

金武町

宜野座村

1.9km

流路延長約８km

流域面積16.4km2

　億首川は、恩納村喜瀬武
原北方の標高150m前後の
山地を源流とし、金武町喜瀬
武原、中川、金武集落を経
て南東に流下する２級河川
です。

流域諸元

４．億首川流域の現状４．億首川流域の現状４．億首川流域の現状

流域及び河川の概要
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洪水や渇水による影響
５.　現状の課題５５..　　現状の課題現状の課題

那覇市

宜野湾市
浦添市

名護市

糸満市

沖
縄
市

豊見城市

国
頭
村

大
宜
味
村

東村

今帰仁村
本
部
町

恩納村

宜野座村

金武町

伊江村

読谷村

嘉手納町

北谷町
北中城村
中城村

西原町
与那原町
南風原町

うるま市

南城市

八重瀬町

給水対象市町村

現在の億首川流域は洪水に対する安全度が低い。

治水計画の目標としている50年に１度の規模の洪水（億首川下流の福花橋地
点で320m3/sの洪水の発生が予想されるのに対し現在は130m3/s程度の流下
能力）が発生した場合、億首川のダム地点下流では、約35.7ha（浸水家屋数
182戸※）相当の範囲が浸水し被害が発生するおそれがある。
※金武町の可住地における平均的な家屋密度で浸水が予想される範囲内に
平均的に分布するとした場合の仮想戸数（可住評価法）

洪水時

沖縄県企業局は沖縄本島のほぼ全域に水道用
水の供給を行っているが、水需要に対する供給
量が現状では確保されていない、一度渇水に見
舞われた場合、渇水被害は沖縄本島のほぼ全
域に及ぶ。

　沖縄県企業局供給対象市町村　９市８町６村

　沖縄県企業局給水区域内人口　約１２４万人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H18年度）

渇水時
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給水制限延べ日数：31日
（時間断水：31日、緊急補給：12日）

平成5年度

平成3年度

昭和63年度

昭和61年度

昭和56年度

発生年月日
沖縄本島における被害の状況

耕作地冠水面積36.9ha、浸水家屋2戸

非住家全壊4戸

床下浸水1戸、非住家全壊4戸

床上浸水1戸、床下浸水3戸、非住家全壊4戸

床上浸水12戸　公共物（全壊4戸、半壊1戸）
億首川流域での被害の状況

洪　　　　　　　　　　水

給水制限延べ日数：64日
（時間断水：44日、隔日断水：20日、緊急補給：33日）

平成9年8月
台風13号

昭和47年6月
大雨（梅雨前線）

給水制限延べ日数：34日
（時間断水：7日、隔日断水：27日、緊急補給：88日）

昭和44年8月
台風9号

緊急補給延べ日数：９１日

（緊急補給：91日）
昭和40年8月
台風15号

給水制限延べ日数：２５９日

（時間断水：38日、隔日断水：221日）
昭和36年10月
台風23号

渇　　　　　　　　　　水
発生年月日

H9.8.18：福花橋付近の氾濫状況

H14.5.7 ：琉球新報

５．現状の課題５．現状の課題５．現状の課題
過去の洪水・渇水による被害

H9.8.18：沖縄タイムス

出典：沖縄県災害史金武町被害実績［警察本部公安第一課調べ］ ※渇水に関しては、主な渇水被害について年度別で整理した。
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至近20ヵ年平均降水量

10 区間移動平均 (年降水量)

線形 (年降水量)

５．現状の課題５．現状の課題５．現状の課題 気候変動

明治２４年から平成１８年の間に約４％減少

那覇　年降水量(mm)

H9～H18
平均48回/年S62～H8

平均28回/年

H9～H18
平均8.7回/年S62～H8

平均4.7回/年

資料）沖縄気象台資料より作成

　最大１時間降水量で、50mm以上を記録した回数を過去20年間で前期10年間（S62～H8）と後期
10年間（H9～H18）を比較すると、前期で平均4.7回/年に比べ年平均8.7回/年に増加している。
　また、年降水量では長期的には減少傾向にあり降水量の変動も大きい。
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・億首川の下流部には沖縄本島有数のマングローブ林が繁茂し、良好な汽水環　
　境を形成している。
・また、地域活性化の為のマングローブ林の利活用計画があり、地域の重要な資
源と位置づけられている。
・億首川上流には、裸地等があり、降雨によって流出する赤土の発生源を抱えて
いる。

５.現状の課題５５..現状の課題現状の課題

図2.3　億首川下流の利用者数経年変化
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河
川
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数
（
人
）

増加傾向増加傾向

■河川利用状況
・カヌー
・エコツアー
・自然体験学習等

億首川下流の河川利用者数経年変化

マングローブを中心とした生態系

河川環境

（推定値）
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沖縄県の実績入域観光客数
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５．現状の課題５．現状の課題５．現状の課題 社会情勢の変化

沖縄県人口・世帯数・人口増減率の推移（国勢調査による）
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出典：沖縄県観光要覧

沖縄県の人口、世帯数は着実に増加している。また、沖縄県の実績入域観光客数も年々増加している
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・平成１６年に「沖縄県水道用水供給事業計画（第９回変更認可）」

　　目標年次：平成３０年

　　水需要量（水源）：６３３，５００m3/日（億首ダム　10,300m3/日）
　沖縄県企業局は上記水道事業計画により用水供給事業を実施

・億首ダムは上記計画に水源施設として位置付けられている。

沖縄県

企業局

（水道事業）

５．現状の課題５．現状の課題５．現状の課題 社会情勢の変化

※億首ダムの新規水道用水開発水量（10,300m3/日）は、平成１８年度の沖縄県企業
局給水エリア（９市８町６村）の約２万８千人分の需要量に相当する。
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　地元金武町では、「第４次金武町総合計画基
本構想」において億首ダム建設関連事業を町の
重点プロジェクトの一つとして位置づけ、ダム建
設事業と連携した「億首川プロムナード計画」「ネ
イチャーみらい館（仮称）」計画の早期実現を目
指している。

５.　現状の課題５５..　　現状の課題現状の課題

下流の計画予定地周辺

地域の振興

※金武町HPより



16

◎ネイチャーみらい館　　

ふるさとづくり整備事業（米軍基地所在市町村活性化特別事業）

◎億首川プロムナード施設整備計画　

沖縄北部特別振興対策事業（北部振興事業）

供用開始工事完了工事着手調査着手

H20年度H19年度H18年度H15年度

供用開始工事着手・完了調査着手

H21年度H20年度H19年度

○予定スケジュール
○整備スケジュール

ネイチャーみらい館（整備中）

億
首
川
　→

■億首川プロムナード施設整備計画（マングローブ林の整備）

ボードウォーク
広場

５.　現状の課題５５..　　現状の課題現状の課題 地域の振興

金武町：億首川ﾌﾟﾛﾑﾅｰﾄﾞ施設整備計画、ネイチャーみらい館
国　 道：金武バイパス整備中

※金武町HPより
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武田原地区かんがい面整備　２４．５ｈａ（完成） 中川地区かんがい面整備　４５ｈａ

（H19.12現在１７．６ｈａ完了）

５.　現状の課題５５..　　現状の課題現状の課題

武田原地区

金武ダム

地域の振興

・武田原地区　２４．５ｈａ　（完成）

・中川地区　４５ｈａ　

　H19.12現在17.6ｈａ（39％）完了

金武町

（かんがい事業）

中川地区 中川地区

金武ダム
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６.　治水対策６６..　　治水対策治水対策 計画規模

沖縄県の治水計画における計画規模設定の考え方

　本土とは異なる沖縄県の河川特性に鑑み、沖縄県における治水計画規模
は沖縄本島1/50または1/30、離島1/30を基本とし、各個別水系毎に検討し
て設定する。

億首川水系
県の施策上重要な地域（水資源開発に伴う多目的ダム建設計画のある水系）と位置づけ

計画規模　
１／５０

※計画規模1/50とは、50年
に一度発生する豪雨により
発生すると想定される洪水
の規模
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６.　治水対策６６..　　治水対策治水対策 基本高水

　

昭和44年5月洪水、平成12年11月洪水等過去の出水状況の検討結果

計画規模　１／５０

３２０m3/s(福花橋でのピーク時の流量（基本高水））

洪水の流量解析

320

ピーク流量（基本高水）(m3/s)

ふっかばし

福花橋

基準地点

おくくびがわ

億首川

河川名

日雨量　360mm相当
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６．治水対策６．治水対策６．治水対策

代替案比較
治水対策を検討するため、以下の３案について比較検討
を実施

330.5億円

149.8億円

97.1億円

0 100 200 300 400

案３　放水路

案２　河道改修

案１　ダム+河道改修

概算事業費（億円）
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← 億首 川

河

口
マングローブは現状維持

河道改修

（計画の流下能力がない部分）

ダム建設

億首ダム

【ダム+河道改修案】

福
花
橋

案１　ダム+河道改修

概算事業費　約 97.1億円

堤防の低い箇所を築堤

（計画上必要な流下能力がない部分）

億首ダム+河道改修
による水位低下

現況地盤

現況地盤

６．治水対策６．治水対策６．治水対策
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案２　河道改修案

概算事業費　約149.8億円

河道拡幅

河道拡幅による
水位低下

築 堤

(福花橋基準地点では約90m)現況河道　約50m

河
口

　　河道拡幅福
花
橋 億首川

河　道　拡　幅

（計画上必要な流下能力がない部分）

マングローブは現状維持

６．治水対策６．治水対策６．治水対策
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案３　放水路案

概算事業費　約330.5億円

放水路　約80m

放水路+河道改修
による水位低下

現況堤防
現況河道　約50m

河
口

福
花
橋 億首川

放　水　路

マングローブは現状維持

６．治水対策６．治水対策６．治水対策
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６.　治水対策６６..　　治水対策治水対策 代替案比較

放水路

３３０．５

億円

河道改修

１４９．８

億円

ダム

＋
河道改修

９７．１

億円

△・沿川平地の新たな用地の取得

・沿川での地域振興や土地利用の制約

・放水路の維持管理が必要

・利水の確保及び赤土流出抑制機能の
確保については、別途対策の検討が必要

・現在の河川環境を維持することが可能

・上流域の現状維持
案
３

○・沿川平地の新たな用地の取得

・沿川での地域振興や土地利用の制約

・河道を拡げることに伴う、河道内樹林以
外の河川環境への影響が懸念される

・利水の確保及び赤土流出抑制機能の
確保については、別途対策の検討が必要

・河道内樹林（ﾏﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ）の現状維持

・上流域の現状維持
案
２

◎・貯水池の拡大に伴う自然環境への影響
が懸念される

・貯水池に必要な新たな用地の取得

・沖縄の降雨特性にあった洪水調節機能の確
保が必要

・ダムによる利水や河川環境保全等のための
流量の確保が可能

・沿川の地域振興や土地利用が可能

・河道内樹林（ﾏﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ）の現状維持

・赤土流出抑制機能の確保

案
１

評価デメリットメリット計画案

　　治水対策として、３案を比較検討した結果、コスト面、自然環境面、土地利用等の観点から
総合的に判断し、案１のダム＋河道改修案を採用した。
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６.　治水対策６６..　　治水対策治水対策

計画高水流量配分図（単位：m3/s）

●
福
花
橋

億首ダム

億首川
金
武
湾 [320]

基準地点

130
← ←

110

<130>
300←

-190

［　］:福花橋でのピーク時の流量（基本高水）

<　 > :最大放流量
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費用の算定（ダム建設費）
便益の算定
（洪水調節＋流水の正常な機能の維持
＋赤土砂流出防止）

（洪水調節による効果）※１
年平均被害軽減期待額の算出

直接被害：一般資産被害、農作物被害、
　　　　　　　公共土木被害

間接被害：営業停止想定被害、
　家庭等の応急対策費用等

（流水の正常な機能による効果）
流量を確保するための施設の身替わり建設費

（赤土砂流出防止効果）※２
貯留ダム身代わり建設費

総費用（Ｃ）の算定
総便益（Ｂ）の算定

費用対効果　　Ｂ／Ｃ

※２
ダムの赤土砂流出抑制効果につい
て、ダム流域内の裸地に対する県条
例に基づく沈砂池容量をもった貯留
ダムの身替わり建設費を便益として
計上

※１
当該市町村の可住地における平均
的な家屋密度が想定氾濫区域内に
平均的に分布するとした可住評価値
を用いて、治水経済調査マニュアル
に従い想定年平均被害軽減期待額

を算定

７.　事業の投資効果７７..　　事業の投資効果事業の投資効果
費用対効果分析の考え方
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億円
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H
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.6
4
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.6
6

H
.6
8

H
.7
0

H
.7
2

維持管理費　26億円

総便益　382億円

検討期間（50年間）

億首ダム完成予定

単価基準年：H18

事業期間

費用

便益

総費用　302億円

不特定便益：221億円 治水便益等：161億円

事業費　276億円

総便益
（億円）

費用対便益
（Ｂ／Ｃ）

建設費
（億円）

維持管
理費
（億円）

総費用

１．３２６２７６３０２３８２今回の評価結果

７.　事業の投資効果７７..　　事業の投資効果事業の投資効果 費用対効果分析の結果

H15評価(B/C)　1.3

現時点（平成１８年）で各種データの検証を行い費用対効果分析を行った結果、平成１５
年度事業再評価実施時点の費用対効果分析の結果と同様の１．３となった。

※本表の数値は、平成１９年度第１回沖縄総合事務局開発建設部事業評価監視委員会の会議終了後に委員会の了承を得たうえで、治
　 水経済調査マニュアル改訂(H17)に伴う費用及び便益の計上方法の変更を反映させたものである。億円

年度
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８．ダム事業を実施していく上での課題８．ダム事業を実施していく上での課題８．ダム事業を実施していく上での課題
米軍との円滑な調整

　ダム用地については、平成１８年７月に米軍基地の一部返還合意（日米
合同委員会）がされたものの、返還条件が附されており、事業を実施するう
えで米軍との円滑な調整が必要である。

○億首ダム建設に伴う返還予定区域○「億首ダム本体工事に関する覚書」締結

調　印　式　
　(H18.8.25）



29Ｈ１９．２．１　琉球新報 Ｈ１９．２．１　沖縄タイムス

８．ダム事業を実施していく上での課題８．ダム事業を実施していく上での課題８．ダム事業を実施していく上での課題

文化財保護（宿道）
　ダム本体を建設するために掘削する予定の
範囲において宿道（国頭方東海道の一部）と
みられる遺構が発見されたことを受け、地元金
武町と相談。その結果、現地保存が困難であ
るとの方針を踏まえ、記録保存するための発
掘調査を実施する。今後、現地への復元方法
等について金武町と調整を行う。
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８．ダム事業を実施していく上での課題８．ダム事業を実施していく上での課題８．ダム事業を実施していく上での課題

１．代替湿地の創出
　・水没する湿地の土壌を用い新たな湿地環境を創造

　　します。

２．生息環境の復元
・維持流量を利用して、タナゴモドキの好む汽水域と

淡水域が連続する水域を作り生息環境を復元します。

　施工中においては、淡水の流入がある場所に仮生息

場所を確保します。

［仮移動場所］
植生に覆われた既存の
淀みに米軍水路及び転
流水路により淡水の流
入がある。

タナゴモドキ
沖縄県RDB絶滅危惧種

自然環境への配慮

現在の湿地

タイワンアシカキ群落
環境省RDB準絶滅危惧種

億首川流域は重要な動植物（ﾀﾅｺﾞﾓﾄﾞｷ,ﾀｳﾅｷﾞ,ﾀｲﾜﾝｷﾝｷﾞｮ,
ｶﾝﾃﾝｺｹﾑｼ,及びﾀｲﾜﾝｱｼｶｷ等の動植物）が生息・生育して
いる地域である。また下流域にはﾏﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ林が生育する汽
水域にもなっている。そのため、環境調査を継続実施し、学
識経験者の指導、助言を受けながら、生息環境の復元など
環境保全対策を実施する必要がある。
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９.　新技術開発、コスト縮減等の取組９９..　　新技術開発、コスト縮減等の取組新技術開発、コスト縮減等の取組

・ダム本体の型式について、当初計画の重力式コンクリート
ダムに替えて、工事で発生する土砂を有効に活用し環境へ
の負荷を低減する台形ＣＳＧダムを採用（世界初）

ダム形式の変更（縮減額　50億円）
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・非常用洪水吐　当初計画の円弧付き台形越流堰から　
　　　　　　　　　　　ラビリンスゲートへ変更　

非常用洪水吐の変更（縮減額　3億円）

９.　新技術開発、コスト縮減等の取組９９..　　新技術開発、コスト縮減等の取組新技術開発、コスト縮減等の取組

天端橋梁の延長
を縮減

当初

変更

天端橋梁必要幅 天端橋梁必要幅の短縮

当初 変更
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１０.　地域の協力体制１０１０..　　地域の協力体制地域の協力体制

・平成５年に億首ダム基本計画等に関する覚書を「国、県、金武町」の３者で調印
・町議会に三大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（金武ﾊﾞｲﾊﾟｽ、火力発電所、億首ﾀﾞﾑ）調査特別委員会が設立
・平成１１年に「億首ﾀﾞﾑ地主協議会」を設立。（会員はダム建設に関わる土地を有する者）
・平成１２年３月に「億首ﾀﾞﾑ対策委員会」を設置。（委員構成は関係区長等）
・平成１２年１１月に「億首ﾀﾞﾑ建設に伴う損失補償基準に関する協定書」締結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国、地主協議会）
・平成１４年９月に「億首ﾀﾞﾑ建設に関する要望書について」金武町長から県、国へ提出
・平成１８年８月に「億首ﾀﾞﾑ本体建設工事に関する覚書」締結（国、県、金武町）
・平成１８年１０月に「億首ﾀﾞﾑ六者連絡協議会」設立（国、県、金武町、地元三区）

なお、受益者である那覇市等中南部の市町村や、水源地域である地元金武町等から構
成される「沖縄本島ﾀﾞﾑ事業促進協議会」から国に対し、毎年のようにダム事業促進の要
請があり、今年度（Ｈ１９）においても、７月及び１１月に事業促進の要請を受けている。

ダム用地については平成１８年７月に米軍基地の一部返還合意（日米合同委員会）

関係自治体

水没等地域
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　残件については、平成２２年度迄に取得を完了する
見込み。

用地補償

　　平成２０年度にダム本体を直轄工事としては初とな
る台形ＣＳＧ型式で工事に着手し、ダム周辺の環境整
備を行い、平成２３年度完成を目標に工事を推進する
予定。

工　　　事

１１.　事業の今後の予定１１１１..　事業　事業の今後の予定の今後の予定
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（事務局案）　

　　事業は順調に進捗しており、今後の進捗も
見込まれることから、平成２３年度完成を目指
し引き続き「事業を継続」する。　

１２.　対応方針１２１２..　対応方針　対応方針


